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■お問い合わせ先　富岡消防署     22－2119　楢葉分署     25－2119　川内出張所     38－2119

富岡消防署 住宅火災から高齢者などの災害時要援護者を守ろう
　高齢者や障害者など災害時に手助けが必要な方（災害時要援護者）がいます。こうした方々は、
災害時に、自力避難が難しく、避難が遅れることが考えられます。
　災害時要援護者を地域が一体となって、協力・支援できる体制づくりを進めましょう。

住宅用
火災警報器の
早期設置

住宅用
火災警報器の
早期設置

消防のふれあいネットワークづくりを充実させよう

つけましたか？住宅用火災警報器

①設置場所　寝室、階段（寝室がある階の階段最上部に設置）
②設置の方法
＊防災設備取扱店やホームセンター、家電量販店、電気器具
販売店などで購入できます。
＊ドライバーで簡単に取り付けることができます。
＊天井･壁にネジで取り付けるものと、フックで壁に掛ける
ものがあります。
＊広野町では、住宅用火災警報器設置者に対して補助金を交
付しています。
　詳しくは、役場福祉環境グループへ　　27－2115
＊消防署が直接販売を行ったり、特定の業者に販売を依頼す
ることはありません。悪質な訪問販売にご注意ください。

　災害が発生したとき、災害時要援護者
の方々には消防隊が到着するまで近隣地
域の方々による援護が必要です。
 日ごろから消防団等の地域の防災リー
ダーとの連携を図るとともに、町会・自
治会、防災市民組織、事業所等をはじめ、
民生委員、ボランティア組織等が中心と
なり、災害時に援護を必要とする方々を
支えあう地域ぐるみの協力体制づくりを
推進しましょう。

●日ごろから近隣の人々との交流を通じて地域の防災対策を考え、災
害時に適切な行動がとれるようにしましょう。

●地域の自主防災組織や近隣の事業所等との連携を積極的に進めると
ともに、普段から訓練を行い、「自分たちのまちは自分たちで守る」
という意識を持って、地域の人々が協力し合って災害に立ち向かえ
る体制を充実させましょう。

●「消防のふれあいネットワークづくり」をスローガンに、災害時に援
護を必要とする方々に対して、近隣の方の協力や支援により、「安心
して暮らせる環境づくり、まちづくり」を進めましょう。

　火災による死者の７割は住宅から発生しており、住宅
火災により亡くなった人の約５割が「発見の遅れ」によ
るものです。住宅用火災警報器は、火災による煙や熱を
感知して警報音で知らせてくれるので、火災の早期発見
に大変有効です。

※一般住宅の寝室などに住宅用火災警報器を平成23年
５月31日までに設置することが定められています。

大切な命を守るために、住宅用火災警報器を一日でも早く設置しましょう！

平成23年5月31日まで
残り580日

（平成22年2月1日現在）


